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（１）審議概観

第180回国会において本委員会に付託さ

れた案件は、内閣提出法律案６件（うち

本院先議１件、衆議院継続１件 、本院議）

員提出法律案２件（うち本院継続１件 、）

衆議院提出法律案４件（うち総務委員長

提出１件 、承認案件１件の合計13件で）

あった。

このうち、内閣提出法律案、衆議院提

出法律案及び承認案件はいずれも可決ま

たは承認した。本院議員提出法律案はい

ずれも審査未了となった。

また、本委員会に付託された請願はな

かった。

〔法律案等の審査〕

国家公務員の給与の改定及公務員制度

は、平成23年び臨時特例に関する法律案

９月の人事院勧告に鑑み、一般職職員の

俸給表の平均0.23パーセント引下げ改定

等を行うとともに、我が国の厳しい財政

状況及び東日本大震災に対処する必要性

に鑑み、一層の歳出削減が不可欠である

ことから、国家公務員の人件費を削減す

るため、国家公務員に対する給与の支給

に当たって、平成26年３月31日までの間

平均7.8パーセントの減額支給措置等を講

ずるものである。なお、衆議院において

地方公務員の給与について、地方公務員

法及び本法律の趣旨を踏まえ、地方公共

団体において自主的かつ適切に対応され

るものとする規定を附則に追加する修正

が行われている。

委員会においては、衆議院議員稲見哲

男君から法律案の趣旨説明を、衆議院議

員坂本哲志君から衆議院における修正部

分の説明を聴取した後、地方公務員の給

与への影響、政府が人事院勧告実施に取

り組まなかった理由、人事院勧告を経な

い給与削減の憲法上の問題等について質

疑を行った。質疑を終局し、討論の後、

多数をもって原案どおり可決した。

東日本大震災に対処地方行財政・消防

するための平成二十三年度分の地方交付

税の総額の特例等に関する法律の一部を

は、平成23年度の第２次改正する法律案

補正予算及び第４次補正予算により増額

された同年度分の地方交付税の額につい

、 、て その一部を同年度内に交付しないで



平成24年度分として交付すべき地方交付

税の総額に加算して交付することができ

ることとするものである。

委員会においては、補正予算で増額し

た地方交付税を翌年度に繰り越す理由、

地方長期債務残高の償還の在り方、除雪

に係る経費に対する特別交付税措置等に

ついて質疑が行われ、討論の後、多数を

もって原案どおり可決した。

地方税法及び国有資産等所在市町村交

は、自動付金法の一部を改正する法律案

車取得税に係る環境への負荷の少ない自

動車を対象とした税率の軽減等の特例措

置について要件を変更して延長するとと

もに、土地に係る固定資産税及び都市計

画税について住宅用地に係る据置特例を

廃止しつつ平成24年度の評価替えに伴う

税負担の調整を行うほか、税負担軽減措

置等の整理合理化等を行おうとするもの

である。

地方交付税法等の一部を改正する法律

は、平成24年度分の地方交付税の総額案

の特例措置を講ずるほか、地方交付税の

単位費用等の改正を行うとともに、当せ

ん金付証票の当せん金の最高金額に係る

倍率制限を緩和する等の改正を行おうと

するものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、野田内閣総理大臣に対する

質疑を行うとともに、わがまち特例を含

めた課税自主権の拡大、公庫債権金利変

動準備金の活用の在り方、震災復興特別

交付税の今後の見通し等について質疑が

行われた。討論の後、順次採決の結果、

両法律案はいずれも多数をもって原案ど

おり可決した。

は最近消防法の一部を改正する法律案

における火災の実態等に鑑み、火災被害

の軽減に向けて火災予防対策の実効性の

向上を図る等のため、高層建築物等にお

、ける防火管理体制の拡充を図るとともに

検定に合格していない消防用機械器具等

に係る回収命令の制度を創設する等の措

置を講じようとするものである。

委員会においては、統括防火管理者に

、係る改正による防火管理の実効性の向上

検定業務への民間参入の是非、消防職員

の充足率向上のための国の支援等につい

て質疑が行われ、採決の結果、全会一致

をもって原案どおり可決した。なお、附

帯決議が付された。

東日本大震災による被害を受けた合併

市町村に係る地方債の特例に関する法律

は、東日本大震の一部を改正する法律案

災の発生後における合併市町村の実情に

鑑み、合併市町村が市町村建設計画に基

づいて行う公共的施設の整備事業等に要

する経費に充てるための地方債を起こす

ことができる期間を延長しようとするも

のである。

過疎地域自立促進特別措置法の一部を

は、東日本大震災の発生改正する法律案

、後における過疎関係市町村の実情に鑑み

過疎地域自立促進特別措置法の有効期限

を５年間延長しようとするものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、合併算定替の期間経過後に

おける交付税算定の在り方、合併市町村

と非合併市町村の財政措置上の均衡、過

疎対策事業債及び合併特例債の運用弾力

化等について質疑を行い、順次採決の結

果、両法律案はいずれも全会一致をもっ

て原案どおり可決した。

、地方自治法の一部を改正する法律案は

地方公共団体の議会及び長による適切な

権限の行使を確保するとともに、住民自

治の更なる充実を図るため、議会の招集

手続及び会期制度並びに再議及び専決処



分の制度の見直し等の措置を講ずるとと

もに、直接請求に必要な署名数要件の緩

和を行い、あわせて国等による違法確認

訴訟制度の創設、一部事務組合の制度の

見直し等の措置を講ずるほか、所要の規

定の整備を行おうとするものである。な

お、衆議院において、百条調査に係る関

係人の出頭及び証言並びに記録の提出の

請求の要件の明確化、政務調査費の名称

の変更等、普通地方公共団体の長及び委

員長等の議場出席についての配慮規定の

追加等の修正が行われている。

大都市地域における特別区の設置に関

は、地域の実情に応じた大都する法律案

市制度の特例を設けるため、道府県の区

域内において関係市町村を廃止し、特別

区を設けるための手続並びに特別区と道

府県の事務の分担並びに税源の配分及び

財政の調整に関する意見の申出に係る措

置について定めようとするものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、通年議会を選択した地方公

共団体における円滑な行政運営の確保、

政務調査費制度の改正の趣旨、特別区設

置法案と地方制度調査会における議論の

関係等について質疑が行われた。討論の

後、順次採決の結果、両法律案はいずれ

も多数をもって原案どおり可決した。な

お、地方自治法一部改正案に対し附帯決

議が付された。

郵政民営化法等の一部を改正郵政改革

、 、する等の法律案は 郵政民営化について

内外の社会経済情勢の変化等に鑑み、郵

便局株式会社及び郵便事業株式会社の再

編成、郵政事業に係る基本的な役務の確

保のための措置その他株式会社に的確に

郵政事業の経営を行わせるための措置を

講じようとするものである。

委員会においては、中西健治君発議に

郵政民営化の確実な推進のための日係る

本郵政株式会社、郵便貯金銀行及び郵便

保険会社の株式の処分の停止等に関する

と一括して議法律を廃止する等の法律案

題とし、発議者及び関係大臣等に質疑を

行うとともに、参考人を招致してその意

見を聴取した。

委員会においては、本改正案による国

民の利便性の向上、金融のユニバーサル

サービス確保策、金融二社の新規業務規

制の在り方等について質疑が行われた。

郵政民営化法等改正案について質疑を終

局し、討論の後、多数をもって原案どお

。 、 。り可決した なお 附帯決議が付された

放送法第七十条第二項の規定にＮＨＫ

基づき、承認を求めるの件（いわゆるＮ

は、収支予算ではＨＫ平成24年度予算）

一般勘定事業収支において収入・支出と

、 、も6,489億円となっており 事業計画では

受信料値下げを実施し、サービスの充実

や増収に向けて取り組むとともに、東日

本大震災を踏まえた公共放送の機能強化

等に取り組むこととしている。

委員会においては、今後の公共放送の

在り方、災害時に備えた放送機能強化の

必要性、受信料収入還元の考え方、国際

放送の強化に向けた取組等について質疑

が行われた後、全会一致をもって承認し

た。なお、附帯決議が付された。

〔国政調査等〕

、千葉県における地域経済、情２月16日

報通信及び液状化被害に関する実情調査

のため、千葉市役所、ＮＨＫ千葉放送局

及び千葉県庁に視察を行った。

、行政制度、地方行財政、消防３月15日

行政、情報通信行政等の基本施策に関す

る件について川端総務大臣から、郵政改

革の基本施策に関する件について自見国



務大臣から、それぞれ所信を聴取し、平

成24年度総務省関係予算に関する件につ

いて松崎総務副大臣から、平成24年度人

事院業務概況及び関係予算に関する件に

ついて江利川人事院総裁から、それぞれ

説明を聴取した。

、行政制度、地方行財政、消防３月22日

行政、情報通信行政等の基本施策に関す

る件、郵政改革の基本施策に関する件及

び平成24年度人事院業務概況に関する件

について、災害時における国、都道府県

及び基礎自治体の役割分担、国家公務員

の新規採用抑制が若年層の雇用及び公務

職場に与える影響、復興交付金に係る自

治体の事業計画及び査定結果のディスク

ロージャーの必要性、郵政民営化委員会

の意見書に対する郵政改革担当大臣の見

解等の質疑を行った。

また、平成24年度地方財政計画に関する

件について川端総務大臣から概要説明を

聴取した後、黄川田総務副大臣から補足

説明を聴取した。

、３月28日、予算委員会から委嘱を受けた

平成24年度内閣所管（人事院）及び総務

省所管（公害等調整委員会を除く）の予

算の審査を行い、広域連合に対する国の

出先機関の事務・権限委譲の在り方、地

方消費税を引き上げた場合の税源の地域

間偏在、Ｊアラート（全国瞬時警報シス

テム）の整備状況と活用範囲の拡大、地

方交付税の財源保障機能及び財源調整機

能の拡充の必要性等の質疑を行った。

３月29日 自立的かつ持続可能な財政運、

営を可能とする地方税財政制度の構築及

をび東日本大震災への対応に関する決議

行った。

、地上デジタルテレビジョン放４月10日

送の送信環境整備等に関する実情調査の

、 。ため 東京スカイツリーの視察を行った

、行政制度、公務員制度、地方６月14日

行財政、選挙、消防、情報通信及び郵政

事業等に関する調査を行い、郵政民営化

について松下国務大臣の説明を聴取した

後、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式処分、環太平洋パートナーシップ協定

及び郵政事業、日本郵政グループの経営

の在り方、消防法の改正等、自治体にお

ける生活保護不正受給対策の在り方等に

ついて質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成24年２月８日(水)（第１回）

行政制度、公務員制度、地方行財政、選挙、

消防、情報通信及び郵政事業等に関する調査

を行うことを決定した。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

東日本大震災に対処するための平成二十三年

度分の地方交付税の総額の特例等に関する法

律の一部を改正する法律案 閣法第１号 衆（ ）（

について川端総務大臣から趣旨説議院送付）

明を聴き、同大臣、藤田財務副大臣及び政府

参考人に対し質疑を行い、討論の後、可決し

た。

〔質疑者〕

藤川政人君（自民 、中西祐介君（自民 、） ）

石川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（閣法第１号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 社民

国民

反対会派 共産

○平成24年２月23日(木)（第２回）

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関す

についる法律案（衆第１号 （衆議院提出））

て発議者衆議院議員稲見哲男君から趣旨説明



を、衆議院における修正部分について修正案

提出者衆議院議員坂本哲志君から説明を聴い

た。

○平成24年２月28日(火)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関す

についる法律案（衆第１号 （衆議院提出））

て発議者衆議院議員稲見哲男君、同石田真敏

君、同平井たくや君、同稲津 君、同 坂誠久

二君、修正案提出者衆議院議員西博義君、川

端総務大臣、江利川人事院総裁、政府参考人

及び参考人日本国家公務員労働組合連合会中

央執行委員長宮垣忠君に対し質疑を行い、討

論の後、可決した。

〔質疑者〕

江崎孝君（民主 、礒崎陽輔君（自民 、宇） ）

都隆史君（自民 、木庭健太郎君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

又市征治君（社民）

（衆第１号）

賛成会派 民主、自民、公明、みん、国民

共産、社民反対会派

○平成24年３月15日(木)（第４回）

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の基本施策に関する件について川端総

務大臣から所信を聴いた。

郵政改革の基本施策に関する件について自見

国務大臣から所信を聴いた。

平成24年度総務省関係予算に関する件につい

て松崎総務副大臣から説明を聴いた。

平成24年度人事院業務概況及び関係予算に関

する件について江利川人事院総裁から説明を

聴いた。

○平成24年３月22日(木)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の基本施策に関する件、郵政改革の基

本施策に関する件及び平成24年度人事院業務

概況に関する件について川端総務大臣、自見

国務大臣、黄川田総務副大臣、末松復興副大

臣、中塚内閣府副大臣、 厚生労働副大臣、

津島国土交通大臣政務官、加藤外務大臣政務

官、藤田厚生労働大臣政務官、江利川人事院

総裁、政府参考人、参考人日本郵政株式会社

専務執行役中城吉郎君及び同株式会社専務執

行役佐々木英治君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

加賀谷健君（民主 、山崎力君（自民 、片） ）

山さつき君（自民 、石川博崇君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

又市征治君（社民）

平成24年度地方財政計画に関する件について

川端総務大臣から概要説明を聴いた後、黄川

田総務副大臣から補足説明を聴いた。

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法

の一部を改正する法律案（閣法第13号 （衆）

議院送付）

地方交付税法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号 （衆議院送付））

以上両案について川端総務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○平成24年３月27日(火)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法

の一部を改正する法律案（閣法第13号 （衆）

議院送付）

地方交付税法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号 （衆議院送付））

以上両案について川端総務大臣、五十嵐財務

、 、 、副大臣 横光環境副大臣 黄川田総務副大臣

吉田国土交通副大臣、福田総務大臣政務官、

郡大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

武内則男君（民主 、江崎孝君（民主 、藤） ）

川政人君（自民 、片山虎之助君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、木庭健太郎君 公明 寺田典城君 みん

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

○平成24年３月28日(水)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成二十四年度一般会計予算（衆議院送付）

平成二十四年度特別会計予算（衆議院送付）



平成二十四年度政府関係機関予算（衆議院送

付）

（内閣所管（人事院）及び総務省所管（公害

について川端総務大等調整委員会を除く ））

臣、黄川田総務副大臣、後藤内閣府副大臣、

福田総務大臣政務官、森田総務大臣政務官、

江利川人事院総裁及び政府参考人に対し質疑

を行った。

〔質疑者〕

中西祐介君（自民 、石川博崇君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

又市征治君（社民）

本委員会における委嘱審査は終了した。

○平成24年３月29日(木)（第８回）

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法

の一部を改正する法律案（閣法第13号 （衆）

議院送付）

地方交付税法等の一部を改正する法律案（閣

法第14号 （衆議院送付））

以上両案について野田内閣総理大臣、川端総

務大臣及び園田内閣府大臣政務官に対し質疑

を行い、討論の後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、林 美子君 民主 金子原二郎君 自民久

（ ）、 （ ）、木庭健太郎君 公明 寺田典城君 みん

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（閣法第13号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 社民

国民

反対会派 共産

（閣法第14号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 社民

国民

反対会派 共産

自立的かつ持続可能な財政運営を可能とする

地方税財政制度の構築及び東日本大震災への

を行った。対応に関する決議

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

放送法第七十条第二項の規定に基づき、承認

（ ）（ ）を求めるの件 閣承認第２号 衆議院送付

について川端総務大臣から趣旨説明を、参考

人日本放送協会会長松本正之君から説明を聴

き、同大臣、中根経済産業大臣政務官、森田

総務大臣政務官、政府参考人、参考人日本放

送協会会長松本正之君、同協会専務理事金田

新君、同協会理事石田研一君、同協会経営委

員会委員長數土文夫君、同協会技師長・専務

理事永井研二君、同協会理事大西典良君及び

同協会理事今井環君に対し質疑を行った後、

承認すべきものと議決した。

〔質疑者〕

加賀谷健君（民主 、吉川沙織君（民主 、） ）

（ ）、 （ ）、武内則男君 民主 片山さつき君 自民

（ ）、 （ ）、礒崎陽輔君 自民 金子原二郎君 自民

山崎力君（自民 、藤川政人君（自民 、片） ）

（ ）、 （ ）、山虎之助君 自民 木庭健太郎君 公明

石川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（閣承認第２号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

社民、国民

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成24年４月17日(火)（第９回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

（ ）消防法の一部を改正する法律案 閣法第49号

について川端総務大臣から趣旨説明を聴い

た。

○平成24年４月19日(木)（第10回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

（ ）消防法の一部を改正する法律案 閣法第49号

について川端総務大臣及び政府参考人に対し

質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、相原 美子君 民主 石川博崇君 公明久

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

又市征治君（社民）

（閣法第49号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 公明 みん 共産 社民

国民

反対会派 なし

欠席会派 自民

なお、附帯決議を行った。



郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案

について発議者（衆第６号 （衆議院提出））

衆議院議員武正 一君から趣旨説明を聴き、

郵政民営化の確実な推進のための日本郵政株

式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式の処分の停止等に関する法律を廃止する等

についての法律案（第176回国会参第４号）

発議者参議院議員中西健治君から趣旨説明を

聴いた。

また、以上両案について参考人の出席を求め

ることを決定した。

○平成24年４月24日(火)（第11回）

郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案

（衆第６号 （衆議院提出））

郵政民営化の確実な推進のための日本郵政株

式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式の処分の停止等に関する法律を廃止する等

の法律案（第176回国会参第４号）

以上両案について次の参考人から意見を聴い

た後、各参考人に対し質疑を行った。

〔参考人〕

東洋大学経営学部教授 石井晴夫君

一般社団法人全国地方銀行協会会長 中西

勝則君

社団法人生命保険協会会長 筒井義信君

郵政産業労働組合中央執行委員長 廣岡元

穂君

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、林 美子君 民主 片山さつき君 自民久

（ ）、 （ ）、木庭健太郎君 公明 寺田典城君 みん

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案

（衆第６号 （衆議院提出））

郵政民営化の確実な推進のための日本郵政株

式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式の処分の停止等に関する法律を廃止する等

の法律案（第176回国会参第４号）

以上両案について発議者参議院議員中西健治

君、発議者衆議院議員武正 一君、同山花郁

夫君、同田島一成君、同赤澤亮正君、同森山

君、同斉藤鉄夫君、自見国務大臣、川端総

、 、 、務大臣 山口外務副大臣 中塚内閣府副大臣

山根外務副大臣、森田総務大臣政務官、政府

参考人、参考人日本郵政株式会社専務執行役

中城吉郎君、同株式会社取締役兼代表執行役

社長齋藤次郎君、同株式会社専務執行役 尾

親徳君及び同株式会社常務執行役篠田政利君

に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

行田邦子君（民主 、難波奨二君（民主 、） ）

（ ）、 （ ）、礒崎陽輔君 自民 片山虎之助君 自民

片山さつき君（自民 、木庭健太郎君（公）

明 、寺田典城君（みん 、山下芳生君（共） ）

産 、又市征治(社民））

○平成24年４月26日(木)（第12回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案

（衆第６号 （衆議院提出））

郵政民営化の確実な推進のための日本郵政株

式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式の処分の停止等に関する法律を廃止する等

の法律案（第176回国会参第４号）

以上両案について発議者衆議院議員赤澤亮正

君、同武正 一君、同森山 君、同斉藤鉄夫

君、同田島一成君、同山花郁夫君、川端総務

大臣、自見国務大臣、長浜内閣官房副長官、

中塚内閣府副大臣、政府参考人、参考人日本

郵政株式会社取締役兼代表執行役社長齋藤次

郎君、同株式会社専務執行役 尾親徳君及び

同株式会社専務執行役中城吉郎君に対し質疑

を行い、郵政民営化法等の一部を改正する等

の法律案（衆第６号 （衆議院提出）につい）

て討論の後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、吉川沙織君 民主 金子原二郎君 自民

（ ）、 （ ）、木庭健太郎君 公明 寺田典城君 みん

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（衆第６号）

賛成会派 民主、自民、公明、社民、国民

反対会派 みん、共産

なお、附帯決議を行った。



○平成24年６月14日(木)（第13回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

郵政民営化に関する件について松下国務大臣

から説明を聴いた。

郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式処分に

関する件、環太平洋パートナーシップ協定及

び郵政事業に関する件、日本郵政グループの

経営の在り方に関する件、消防法の改正等に

関する件、自治体における生活保護不正受給

対策の在り方に関する件等について松下国務

大臣、川端総務大臣、中塚内閣府副大臣、大

島総務副大臣、津田厚生労働大臣政務官、政

府参考人及び参考人日本郵政株式会社専務執

行役 尾親徳君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

主濱了君（民主 、山下芳生君（共産 、木） ）

庭健太郎君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）又市征治君 社民 片山さつき君 自民

東日本大震災による被害を受けた合併市町村

に係る地方債の特例に関する法律の一部を改

正する法律案（第179回国会閣法第９号 （衆）

について川端総務大臣から趣旨説議院送付）

明を聴いた。

○平成24年６月19日(火)（第14回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正す

についる法律案（衆第16号 （衆議院提出））

て提出者衆議院総務委員長原口一博君から趣

旨説明を聴いた。

東日本大震災による被害を受けた合併市町村

に係る地方債の特例に関する法律の一部を改

正する法律案（第179回国会閣法第９号 （衆）

議院送付）

過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正す

る法律案（衆第16号 （衆議院提出））

以上両案について提出者衆議院総務委員長代

理谷 一君、同皆吉稲生君、川端総務大臣及

び政府参考人に対し質疑を行った後、いずれ

も可決した。

〔質疑者〕

相原 美子君（民主 、金子原二郎君（自久 ）

民 、石川博崇君（公明 、寺田典城君（み） ）

ん 、山下芳生君（共産 、又市征治君（社） ）

民）

（第179回国会閣法第９号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

社民、国民

反対会派 なし

（衆第16号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

社民、国民

反対会派 なし

○平成24年８月28日(火)（第15回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地方自治法の一部を改正する法律案（閣法第

について川端総務大臣60号 （衆議院送付））

から趣旨説明を、衆議院における修正部分に

ついて修正案提出者衆議院議員橘慶一郎君か

ら説明を聴き、

大都市地域における特別区の設置に関する法

について発律案（衆第28号 （衆議院提出））

議者衆議院議員 坂誠二君から趣旨説明を聴

き、

地方自治法の一部を改正する法律案（閣法第

60号 （衆議院送付））

大都市地域における特別区の設置に関する法

律案（衆第28号 （衆議院提出））

以上両案について発議者衆議院議員松浪健太

君、同佐藤茂樹君、同柿澤未途君、同山花郁

夫君、発議者・修正案提出者衆議院議員 坂

誠二君、同福嶋健一郎君、修正案提出者衆議

久院議員橘慶一郎君、同石田真敏君、同稲津

君、川端総務大臣、稲見総務大臣政務官及び

政府参考人に対し質疑を行い、討論の後、い

ずれも可決した。

〔質疑者〕

山崎力君（自民 、礒崎陽輔君（自民 、木） ）

庭健太郎君（公明 、主濱了君（生活 、寺） ）

田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、又） ）

市征治君（社民 、行田邦子君（み風））

（閣法第60号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 生活 みん

み風、国民



共産、社民反対会派

（衆第28号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 生活 みん

み風、国民

共産、社民反対会派

なお 地方自治法の一部を改正する法律案 閣、 （

法第60号 （衆議院送付）について附帯決議）

を行った。

○平成24年９月７日(金)（第16回）

行政制度、公務員制度、地方行財政、選挙、

消防、情報通信及び郵政事業等に関する調査

の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。

（３）委員会決議

―自立的かつ持続可能な財政運営を可能とする地方税財政制度の構築

及び東日本大震災への対応に関する決議―

国・地方を通じた厳しい財政状況の下、特に財政力の弱い地方公共団体においては、厳しい財政

運営を強いられている状況を踏まえ、政府は、個性豊かで活力に満ちた分権型社会にふさわしい自

立的かつ持続的な地方税財政システムを確立するとともに、東日本大震災で被災した地方公共団体

が、復旧・復興事業を円滑に実施できるよう、次の諸点について格段の努力をすべきである。

、 、 、一 地方交付税については 本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が十分発揮できるよう

引き続き、地方税等と併せ地方公共団体の安定的な財政運営に必要な総額の充実確保を図るとと

もに、法定率の引上げを含めた抜本的な見直しを検討し、特例措置に依存しない持続可能な制度

の確立を目指すこと。

二、地方税については、地方財政の自主性・自立性を確立するとともに、地方公共団体間の格差是

正を図る観点に立って、地方消費税の拡充・強化をはじめ、国、地方を通ずる税体系の抜本的な

見直しと国、地方間の税源配分の見直しなどを行い、速やかに偏在度が小さく、安定的で充実し

た財源の確保を可能とする地方税制の構築を図ること。

三、国の制度と地方単独事業によって社会保障全体が持続可能なものとなっていくことに鑑み、社

会保障関係費の大幅な自然増が続く中、引き続き地方公共団体が社会保障分野において担ってい

る役割を十分果たせるよう、必要な財源を確保すること。

四、巨額の借入金に係る元利償還が地方公共団体の財政運営を圧迫し、諸施策の実施を制約しかね

ない状況にあることに鑑み、計画的に、地方財政の健全化を進めるとともに、臨時財政対策債を

はじめ、累積する地方債の元利償還については、将来において地方公共団体の財政運営に支障が

生じることのないよう、万全の財源措置を講ずること。

五、地方債制度及びその運用については、平成24年度から民間資金に係る地方債届出制度が導入さ

れることも踏まえ、地方債のリスク・ウェイトを零とする現行の取扱いを堅持するとともに、財

政基盤が脆弱な市町村に対しては、地方公共団体金融機構の機動的な活用を含め、公的資金の確

保と適切な配分に最大限の配慮を行うなど、地方債の円滑な発行と流通、保有の安全性の確保を

図ること。

六、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の今後の活用は、機構の財産が地方公共団体

の寄与により形成された経緯を踏まえ、機構及び地方公共団体の意見を尊重して行うこと。



七、東日本大震災に係る復旧・復興対策については、被災団体の意向を十分に踏まえ、国、地方の

連携の下、機動的・弾力的な対応に万全を期すこと。特に、震災復興特別交付税については、復

旧・復興事業の実施等に伴う財政需要の動向に応じ、所要額の確実な確保を図るとともに、適時

適切な交付に努めること。

八、当せん金付証票については、今回の制度改正の円滑な実施及び消費者の利便性の向上に努める

とともに、ガバナンスの強化及び業務全般にわたる競争性・効率性の確保に向け、発売団体に対

し適切な助言等を行うこと。

九、地域自主戦略交付金については、国と地方の協議の場等を通じて地方の意見を十分踏まえなが

ら、より一層の拡充を図り、その自由度を高めるとともに、これへの移行を契機として国庫補助

負担金の総額の削減を行わないこと。

右決議する。


